






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































研磨カス 機械加工 117ｔ ０ 乾燥・脱水後，製鋼メー
カーで溶解・鋳造
建築用棒鋼
鉛力ス 鋳造 6８ ０ 社外焼却後，セメント原
料
セメント原料
アルミ集塵ダスト 溶解 3３ ０ 製鋼用昇温剤･脱酸剤(ア
ルミの還元作用）に使用
製鋼用添加剤
廃プラスチック 工場全域 2６ ０ RDFの原料 Ｆ原料
砥石クズ 機械加工 ５ ０ 焼成・分級して耐火材料
の原料とする〈社外〉
製鋼用耐火材

























排水処理汚泥 700ｔ 43.8％ 
工場廃油 190 1１．９ 
排水処理廃油 170 1０．６ 
黒 鉛力ス １００ ６．３ 



































































































































































































































廃う゜ フ 9９ ＲＤＦとして固形化し，ボイラーの燃料に使用
廃紙 5０ 再生用紙の原料
その他の可燃物 215 立地する市の処理場で燃焼処理
摩擦材（千歳工場） 1.010 埋立処理
汚泥 992 埋立処理
その他の不燃物 8９ 埋立処理
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 155 
た。それまでプロパンガスを使用していたのをＪＡＰＥＸの天然ガスに切り
替え，ソーラーパネルも活用して省エネを図ったことが評価されたからで
ある。そのために当社は，ＮＥＤＯ(２０)から１億円の補助金を受け，．ジェ
ネレーションの発電機を導入した。この施策によって，原油換算で１年間
に411k/，CO2を517トン（炭素換算）節減できた。エネルギー削減率は
7.4％，CO2削減率は16.3％に上った。
当社の廃棄物は，千歳工場も含めて，2003年度に33,407トン発生した。
そのうち，多くを占めるのは29,857トンの廃鋼材である。これは，商社を
通じて，ある電気炉メーカーで棒材原料として用いられている。近年では
中国に輸出されている可能性がある。廃塩酸は室蘭に立地する鉄鋼メーカ
ーで利用されているが，そこへの輸送費はダイナックスが負担している。
廃油の一部は，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」のメンバーであ
る苫小牧ケミカルによって処理されているが，この取引はネットワークが
結成される以前から行われている。埋立処理は，早来町に立地する民間企
業によってなされている。
4.5苫小牧ケミカル（株）の環境政策実践
当社は，図３にあるように，新日鉱グループに属する日鉱金属（株）の
子会社たる日鉱環境（株）の100％出資になる子会社である。日鉱環境
(株）はリサイクル事業の会社であり，その子会社としてほかに，日鉱敦
賀リサイクル（株)，日鉱三日市リサイクル（株)，神峯クリーンサービス
(株）がある。また，当社の事業に密接な連関を持つグループ企業工場と
して，日鉱金属佐賀関工場がある。
当社はもともと非鉄金属３社（日本鉱業，同和鉱業，三菱金属）の合弁
で1971年４月21日にスタートした企業である。札幌市内定山渓にある豊羽
鉱山の硫化鉄鉱を利用して，鉄ペレットと硫酸を製造していた。鉄ペレッ
トは道内に立地する鉄鋼メーカーに，硫酸は肥料製造用に道内一円に供給
していたが，２回のオイルショックとニクソンショックによって，国内で
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図３新日鉱グループにおける苫小牧ケミカル（株）の位置
新日蝕ホールディングｘ(株）
匠屏１Fｱﾏ二元ﾆｰ)(~百imi歪ﾏﾘｶﾞｮｰ)Ｆ１､詞五ｍｍ雨;亭ﾜｦｱｧｦ?~）
日鉱環境(株
資料：苫小牧ケミカル（株）提供資料
の肥料製造が急減し，そのため硫酸需要も著しく減少した。鉄ペレットも
技術革新の故に不要となった。そこで1983年から1984年にかけて，主たる
事業を硫酸の製造から産業廃棄物処理に転換した。最盛期には120名の従
業員がいたが，2004年夏時点での従業員数は68名である。全国産業廃棄物
連合会から優良企業として表彰されたこともある。
産業廃棄物処理業の許可を，当社は1982年に取得した。特別管理産業廃
棄物５種類，普通産業廃棄物16種類を当社は扱っている，これらを扱える
許可は５年ごとに更新しなければならない。資源リサイクル，硫酸関連，
産業廃棄物処理の３つを柱としている。適正処理て･の完全無害化を行って
いる。マテリアルリサイクルとしては，セメント原料を生産するのが主と
なっている。
産業廃棄物処理業者としての当社の特徴は，第１に粗大なものを直接投
入できる大型ロータリーキルンを活用していることにある。これは直径
4.7メートル，長さ50メートルであり，国内最大のロータリーキルンであ
る。ちなみに室蘭の日鉄セメントのロータリーキルンも長さが50メートル
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と当社と同じだが，直径が４メートルである。当社のロータリーキルンで
焼却するための廃棄物投入口は大きいので，大型トラックのタイヤであっ
ても裁断せずにそのままキルンに投入できる。廃タイヤはロータリーキル
ンの補助燃料としてサーマルリサイクル活用するという側面も持つ。８５０
度以上の高温で焼却するのでダイオキシン発生の問題はない。ロータリー
キルンは硫化鉄の培焼工程で使われていたものである。したがって，ロー
タリーキルンヘの投資は事業転換に伴うサンクコストとならなかったと解
釈できる。
ロータリーキルンから発生する焼却灰は，セメント原料となる。これを
当社は室蘭に立地する企業に出荷しており，当社の事業の第２の特徴をな
している゜優良なセメント原料となるためには，焼却灰の中にある＿定比
率で鉄分が入っている必要がある。あらゆるものを無差別に燃やせばよい
というわけではなく，焼却灰の中の鉄分を一定比率に保つためには，焼却
廃棄物を調合する必要があり，したがって焼却の前に分別する必要があ
る｡この前処理に人手がかかる。ロータリーキルンでは，感染`性の医療系
廃棄物もこれを入れた容器丸ごと投入するが，注射針には鉄分が含まれて
いるし，タイヤ，化粧品，シリカ等々にも鉄分が入っているのでセメント
原料として適している。
当社の第３の特徴は，もともと硫化鉱を扱う設備だったので，塩化水素
(塩酸系）の耐蝕設備になっていることである。したがって，塩素系のも
のを処理できる。鉛やクロムなどの重金属を処理できるガス設備も持って
いる。いうなれば，産業廃棄物処理業者としての設備能力という点で，当
社は道内随一のクラスに属するとのことである。
当社は，携帯電話機やＯＡ機器などに用いられているプリント基板を
焼却して，貴金属を取り出すための￣工程を担っている。北海道でプリン
ト基板の焙焼設備を持っているのは当社だけである。廃棄されたＯＡ機
器はまず人手をかけて解体し，それをシュレッダーにかけて選別する。携
帯電話機やリチウム電池(21)も含めて，貴金属を含むものについては焙焼
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炉を用いて焼却処理し，これを日鉱金属佐賀関工場に輸送している。金，
銀，銅，白金の回収は佐賀関工場で行われている。日鉱金属佐賀関工場で
金属を取り出したあとの残りは，セメント原料となる。当社は関東以北か
ら排出されるＯＡ機器を1985年から扱っている。日本で使用される金の
40％は，こうしたリサイクルによって供給されている。リチウム電池の処
理は新しい技術だが，それ以外の金･銀･銅・白金などの回収技術は，１９７５
年頃までに確立されていた技術である。
当社が行っている新しい事業に，フロンの処理がある。フロンはガスで
あり産業廃棄物として扱われない。当社が扱うフロンは家電から排出され
るものだけである。2001年10月に家電リサイクルのフロン処理施設として
認可された。フロンを産廃との混焼で破壊している。また2001年に道の条
例が変わり，単純な埋立用産業廃棄物を道外から持ち込むことは依然とし
て禁止するが，７０％以上のリサイクルが可能なものについては道外から持
ち込んでもよいとなった。そこで，当社は許可を得た上で，産業用廃バッ
テリーを道外からも受け入れている。とはいえ，当社が処理する産業廃棄
物の90％は道内から出るものである。
輸送費が，産業廃棄物処理の全体的なコストの中で大きな意味を持つ。
処理コストよりも輸送費は高くつくことが多い。しかし，分別収集して輸
送することによって輸送費が安くなる。分別すれば，道内の例えば旭川や
釧路などに立地している企業でも産業廃棄物処理をやれる企業も出てきう
る。当社は，そのような企業ではできない処理を行えるというところに特
徴がある。
産業廃棄物処理企業として重要だと当社が認識していることについても
記しておきたい。まず指摘すべきことは，回収資源の品質保証をできるか
どうかである。これがしっかりしていることによって信頼が得られる，と
当社は認識している。そして，品質保証のためには優れた焼却設備を持つ
当社にとっても分別が重要である，と認識している(22)。
苫小牧ケミカルの廃棄物処理に関する認識に戻ろう。同社によれば，ゼ
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ロエミッションの活動にはレベルがあるという。選別すれば資源化できる
ものを引き出すことができるが，選別や資源化のために技術設備が必要な
場合がある。大企業ならばそうした設備投資を自社でやれるかもしれない
が，自力でそのような投資ができない企業は多数ある。ゼロエミッション
をやりたいが，コスト的にあわないのでやれないという企業が，当社にと
っての顧客となりうる。ただし，現実にはトヨタ自動車北海道もまた当社
にとっての顧客のひとつである。
産業廃棄物処理企業としては，政府による規制の変更に常に注目してい
なければならない，とのことである。何年後にどのような規制が強化され
るのか，ということを予想できれば，それに対応するためにはどうしたら
よいかという課題を研究できる。当社の場合，そうした情報収集を行って
分析するのは親会社である。
従来焼却していたものをマテリアルリサイクルできるのではないか，と
いう発想が社会的に広まってきている。これは当社のような企業にとっ
て，どちらかといえば逆風になる。実際，１０年前に比べて焼却処分する廃
棄物の量は半分くらいになっている。それには，かつて当社に処理委託さ
れていた廃家電が，近年ではかなり中国に流出していると見られ，当社に
入ってくる量が減っていることも関係している。焼却物が減少することは
社会的にみれば望ましいことであろうが，それを事業としてきた企業にと
っては問題を生み出すことにつながるという難しさがある。そのような状
況の中で，企業は単体でリサイクルを考えるべきでなく，市内や道内な
ど，地域の諸企業の信用のおけるところとつきあいながら，刺激しあいな
がらやっていきたい，という認識を当社はもっている。
4.6日本軽金属（株）苫小牧製造所の環境政策実践
苫小牧での当社は実質的には製造企業として事業を行っているのではな
く，これは敷地内に立地している当社の子会社，日軽北海道株式会社によ
って担われている。敷地内にはほかに，日軽グループの新日軽（株）苫小
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牧工場やその関連会社，（株）東海アルミ箔北海道，日本フルハーフの子
会社フルハーフ北海道（株）など８社が立地している。ISO14001を，
2003年９月に敷地全体（グループ会社を含む９社）で取得した。
前述のように，1985年にアルミ精錬を停止し，1986年にアルミナ製造も
停止した．その後，アルミ加工に転換し，1983年からアルミ鋳物を手がけ
ている。アルミ鋳物は，現在成長している事業である。これは自動車部
品，フェンス支柱，岸壁の鉄板（矢板）に使われる。矢板にアルミを使う
と腐食しないという有利さがある。アルミ鋳物とアルミ加工は，日軽北海
道（株）が行っている。当社が生産するアルミ加工品は，現在では自動車
部品が大半であるが，自動車メーカーへの直接納入ではなく，－次部品メ
ーカーに供給している。
当工場は，かつてアルミ缶の回収に力を入れていた。また，当工場から
排出される紙を王子製紙に，王子製紙で排出されるアルミ缶を当工場に，
というバーター取引をやっていたことがある。しかし，現在重点的にやっ
ているのは可燃ごみと電気利用の節減である。これら２つについては削減
率目標を立てて実施している。可燃ごみは主として事務所から出るもの
で，これは分別するだけで2001年度に比べ70％減少した。当工場の敷地内
にはさまざまな企業，事業所が立地しているので困難な側面もあるが，敷
地全体で，2001年度に比べて2004年５月には月次で可燃ごみが58％減少し
た。目標は43％に減らすことだったので，目標を達成したことになる。電
気便用量については，生産量の変化と連動するため，生産額当たりの使用
量を下げることを目指している。2002年度比で2004年４～６月には31％減
少した。
新日軽では住宅建材として断熱サッシを生産している。この製品のため
の原料の大半を占めるのはアルミではなく，合成樹脂である。ドアなどを
生産しており，断熱ということで寒冷地仕様だったが，関東などにむしろ
より多く売れるようになってきている。道内向けの製品はオール合成樹脂
であるが，道外向けの製品はアルミと合成樹脂を接合したものである。合
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 1６１ 
成樹脂には，ハウスメーカーの要望で，木屑（廃材の有効利用）を10％混
ぜるなどして，さまざまな色に仕立てている。そのため建材の種類は30以
上になる。これらの合成樹脂の端材は再生処理しにくい。再利用というこ
とで水田のあぜ道などにモグラよけのためのあぜシートに変えて販売して
いる。
廃油の処理については苫小牧ケミカルに委ねている。アルミ鋳物は装置
産業なので，油圧装置などの機械に用いた廃油が必ず出てくる。表面処理
やアルマイト加工のために，硫酸やニッケルなども必ず出てくる。これら
は老化すると廃棄せざるを得ない。
4.7日本製紙（株）勇払工場の環境政策実践
当工場は，1940年に設立された大日本再生紙（株）の勇払工場として
1943年に操業を開始した。1945年に国策パルプエ業（株）と合併し，国策
パルプ・工業（株）勇払工場と改称した。その後，1972年に山陽パルプ
(株）との合併により山陽国策パルプ（株）勇払工場となり，1993年の十
条製紙（株）との合併で日本製紙（株）勇払工場となった。2001年に日本
製紙は大昭和製紙（株）と事業統合し，日本ユニパックホールディングが
設立され，2003年に完全合併した。当工場は1998年11月にISOl4001を取
得した。
当工場の製品のなかで最大量を占めるのは新聞用紙である。ほかに，上
級紙，塗工紙（光沢のある紙)，情報用紙（インクジェット用紙など)，特
殊紙（接着紙用原紙，飲料用カップなど）を生産している。これらのなか
でより古くから生産しているのは特殊紙や塗工紙（コート紙）である。
新聞用紙の生産工程は，大まかに言えば次のようになる。バージンパル
プの生産は，チップヤードにチップを運び入れ，これを蒸解釜でパルプに
する。この際に副産物として出てくるリグニンは黒液と呼ばれ，燃料とし
て利用される。古紙を原料としてインクや異物を取り除いて生産されたパ
ルプとともに抄紙工程に送り込む。当社で生産する新聞用紙のための原料
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の85％は古紙である。抄紙工程は一連のより細分化された工程から成り立
ち，全体として－台の大型の機械がそれを行う。ワイヤーパートプレス
パート，サイズプレス，キャレンダー，ブレードシューターなどの工程が
それである。サイズプレスでは，セルローズと同じ分子構造を持つ澱粉が
パルプの中に混入される。キャレンダーエ程では，紙の表面の凹凸をなく
す。これは用紙に印刷したときのインクの乗りの良さを左右するものであ
り，重要て､ある。坪量と呼ばれる一定面積当たりの用紙重量はかつて７０９
だったが，現在４０９と大幅に低下するという進歩があった。
上に記した中に，当社としての環境政策実践の一部が含まれると解釈で
きる。古紙のリサイクルは言うまでもない。重量が減るということは原料
使用料をリデュースすることを意味する。また，廃棄物としての黒液は当
社敷地内にあるボイラーに投入される。このボイラーで，必要な電力を当
社は100％自給できる能力を持っている。しかし，実際には電力の85％を
自給しているにすぎない。北海道電力が夜間の電力利用料金を安くしてお
り，これを購入しているからである。ボイラーに黒液を投入することは，
サーマルリサイクルとみなすことができる。これは1960年頃から実施され
ている。ボイラーから発生する蒸気は，抄紙工程での乾燥用に再利用され
ている。
当社の廃棄物で大量に埋立処理していたものは，パルプ製造工程から排
出されるペーパースラッジである。このなかには繊維部分，繊維でない部
分，再生できない部分が混在している。水を絞れば，そのカスは燃料とし
て利用できる。無機部分は石炭ボイラーから排出される燃焼灰と一緒にし
てセメント原料に利用できる。パルプ製造工程では石灰を使っているから
である。こうしてかつてはペーパースラッジをセメント原料にしていた
が，当工場はそれをやめて，現在，ペーパースラッジを固めて土木資材
｢エコロック2001｣，すなわち何らかの理由で地面に穴を掘ったところに埋
める資材にリサイクルしている。
かつて当工場は，ペーパースラッジを敷地内に埋め立てていた。その量
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は１ヶ月に600～800トンに上っていた。しかし，1996年に当時の社長の指
導で，ゼロデイスチャージ運動が開始され，1998年に策定した日本製紙の
環境憲章において，ペーパースラッジの排出は重量ベースで生産量の０１
％以下にすることを目標に掲げた。そこでセメント原料として利用した
が，セメント会社にさまざまなところから，セメント原料となる廃棄物が
集中するようになったので，当社は土木資材に転換した。他のセメント原
料との競合の中でペーパースラッジが需要され続けるかどうか不透明であ
り，石の代替物にすれば大量の需要があると考えたからである。造粒すれ
ばヤードにおいておけることも，「エコロック2001」のメリットである。
また造粒によって，石炭中の有害物質を閉じこめることもできる。これの
開発は2001年１２月に実現した。造粒機で，灰を水で練り，土木資材にす
る。灰は石炭灰とスラッジの燃えかすを合わせて１日100トン発生する。
ペーパースラッジから土木資材を生産できるようになったからといっ
て，すぐそれを販売できるようになったわけではない。土木資材として利
用されるためには，土木資材として利用されたことがあるという実績を示
すことが必要条件となる。その実績がないから売ることができない。売る
ことができないから実績を示すことができない，というジレンマがあっ
た。そこで，公的研究機関である独立行政法人北海道開発土木研究所に依
頼して，路盤材に使えるよう共同研究したり，研究員に学会で報告しても
らったりした。その上で，民間の駐車場などで実際に利用し，実績を作っ
た。そこにいたるまで，路盤材にするための機械を入れてから２年かかっ
た。
路盤材は輸送費がかかるので，利用するのは苫小牧Tl丁内である。路盤材
にしないで，一部は灰のままで販売する。路盤材として使うのは砂利採取
業者が多い。砂利を採取したあとに，その埋め立てに使われる。2001年に
路盤材の外販を始めて，2003年には１００％外販で処理できるようになっ
た。
当工場からの廃棄物で苫小牧市内の最終埋め立て場で処分されているの
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は生ごみだけであり，１ヶ月に０．８トンでしかない。そのほか，くず鉄な
ど，外部に金を払って処理しているものが１ヶ月に３０トンほどある。これ
は苫小牧ゼロエミッションネットワーク内部の協力だけでは処理できない
ものである。当社にとって，このネットワークでうまく処理できるように
なったものは，蛍光管と乾電池である。
バージンパルプのための樹木は，2008年に，植樹林から70％を調達する
ことを目指している。残りの30％は天然林からということになる。南アフ
リカのアカシアは，もともとイタリアなどでの皮なめし業が必要とするタ
ンニンを採取するために植林されていた。タンニンを採取したあとの木は
廃棄物となっていたが，これをパルプ用のチップとして利用している。南
アフリカでは，鉱山の坑木としても使われていた樹種である。チリやオー
ストラリアでは，アカシアやユーカリが，畑作という感覚で栽培されてい
る。伐採するまで約１０年間かかる。
廃棄物処理は，工場が立地する地域の特性を生かすということが重要で
あり，企業全体としてのノウハウよりも，工場単位でのノウハウのほうが
重要である，と当工場は認識している。例えば，他地域に立地している当
社工場の中にはペーパースラッジを炭化して製鉄所に保湿剤として売却し
ている工場もある。
当社が進めている環境政策に，クラフトパルブ製造工程から出る排水か
ら燃料用メタンガスを取り出すというプロジェクトがある。これは，経済
産業省の補助金を得て2003年度に始めたプロジェクトである。勇払工場で
は広葉樹を用い，岩国工場では広葉樹のみならず針葉樹も用いてクラフト
パルプを生産しているので，両方の樹種に適用できるメタンガス生産の実
証プラントである。まず勇払工場で進め，ついで岩国工場で進める。２００４
年10月にプラント建設が終了する。このプロジェクトを発想したのは勇払
工場である。勇払工場には排水の高度処理（生物処理）施設がなかったの
で，メタン発酵施設ができればよいと考えていた。メタンガスは熱源とし
て使う予定である。
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5．おわりに
ゼロエミッションとは，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の定
義によれば，廃棄物がゼロになることではなく，廃棄物全体の中で埋立廃
棄物が５％以下になることである。上の意味でのゼロエミッションがまだ
実現できていない企業もあるが，それに向かって各企業は努力し，1990年
代と比べるならばゼロエミッション化が大きく進展してきたことは確かで
ある。その進展に，ネットワークの結成と，そこでの学習が大きく貢献し
た企業もある。さらに，埋立廃棄物の「ゼロ化」にとどまらず，焼却廃棄
物の削減に成功している企業もある。したがって，「苫小牧ゼロエミッシ
ョンネットワーク」の活動は概ね成功していると評価できる。
成功の要因はいくつかあるだろうがそのひとつとして，ネットワークに
参加している諸企業のなかに，鉄・アルミニウムなどの端材や切粉そして
廃油や汚泥を排出する企業がある一方で，それらを原料として製造活動す
る企業や廃棄物処理を通じて資源を回収したり再生したりする側に立つ企
業もあるということ，つまり投入産出関係になりうる企業があることを指
摘できよう（図４)。そうした協力関係は，ネットワークが結成される以
前から存在していたが，ネットワーク活動によって新たに創出されたり強
化されたりした事例もある。また，廃棄物削減への取り組みの進展度に企
業によって差があることは事実であるが，先進的企業がネットワーク・メ
ンバーに対して，自社の情報を惜しみなく公開したということも成功の一
因であろう。
そうした成功要因の背景に次のような認識があることを特筆したい。す
なわち，トヨタ自動車北海道のように，企業グループの本拠地から遠く離
れている場合であっても，生産技術に関する学習は企業グループの中でな
しうるし，それによって能力を高めることが可能だが，廃棄物の処理につ
いてはむしろ，近隣に立地する企業との連携の方が重要だという認識であ
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図４苫小牧ゼロミッションネットワークの廃棄物処理のつながり
日本製紙勇払エ増
注：筆者らの実態調査に基づいて作成。なお，出光興産については未
調査のため，この図に含めていない。
る。また日本製紙勇払工場のように，全国各地に事業所を配置している企
業に属する工場が，廃棄物処理にとって重要なのはその立地する地域の特
性を生かすことであると認識していることも特筆したい。そうした認識こ
そ，産業開発と環境のかかわりを考える上で基礎となるべきであると我々
も考えるからである。
もちろん，埋立廃棄物ゼロ化の推進，さらに進んで焼却廃棄物の削減に
より，コスト削減を実現できるという個々の企業にとっての個別的利益
が，廃棄物削減を推進する原動力のひとつになっていることは指摘してお
く必要がある。そうしたコスト削減は，分別に基づくリユース，それゆえ
使用原料のリデュースなしにはありえない。また，資源再生という意味で
のリサイクルは，個別企業の枠内では実行しにくいが，それを進めること
によって，少なくとも廃棄物処理のコストが下がりうることも，リサイク
ル推進の動機のひとつとなろう。個別利害の追求が社会全体の利益につな
がりうるという意味で，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」と参加
企業の行動は，ホーケンほか（2001）の言うナチュラル・キャピタリズム
の好例であると評価できる。
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ナチュラル・キャピタリズムとは，①資源生産性の向上による資源枯渇
の繰延・汚染の減少・雇用の増大，②原材料→製品→廃棄→再生原材料と
いうサイクルの完結（生物模倣)，③サービスとフローに基づく経済への
移行，そして④自然資本の維持と回復を意味する，とホーケンほか
(2001,pp38-53）は述べている。この４つの戦略のうち，第１の資源生
産性の向上すなわちコスト低減化への欲求により，資源の枯渇を繰り延
べ，汚染の減少に貢献する諸企業の実例がホーケンほか（2001）に示され
ている。「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」とこれに参加する諸企
業の実践はこのような意味をもつ，と評価できる。
ところで，廃棄物排出企業と処理企業とはもともと協力関係にあるが，
処理企業からすれば収入源である廃棄物を減少させる努力に協力すること
は，収入減をもたらしかねない。したがって，ネットワーク活動は一方に
おけるコスト削減，他方における収入減という，相反する利害関係を顕現
させかねない種をはらんでいたとみることができる。それにもかかわら
ず，ネットワークとしての協力関係が進展したのだから，個別利害の追求
が社会全体の利益につながりうるという観点でのみ「苫小牧ゼロエミッシ
ョンネットワーク」を評価してよいというわけではない。恐らく，参加各
企業が社会的責任ということを十分に自覚していたからこそ，ネットワー
ク活動は成功した，とみるべきなのであろう。
さらに，北海道のように埋立処理コストが相対的に低い場合には，リサ
イクルを推進しようとする動機が高まりにくい。この点で，いわばネット
ワークに参加することによって，リサイクルを推進すべきという倫理観が
参加企業個々の中に生まれたり高まったりするという効果も見過ごすこと
ができない。ネットワークの中での各社の相互学習，ネットワークを通じ
たネットワーク外の企業からの学習によって，各社は大きな刺激を受けて
いるからである。その刺激と学習を踏まえた独自の工夫により，従来より
もゼロエミッション化に向けた努力が成功した事例もある。また，廃棄物
を受け入れる側の企業で，より安価に投入物を確保できるようになった事
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例もある。それは例えば金属加工に伴う汚泥や研磨カスの処理などに見て
取ることができる。また，黒鉛カスの再資源化などで，ネットワークに参
加する企業の間に新たな投入産出関係が生まれた事例もある。さらに，個
別企業単独では廃蛍光灯や廃乾電池などの処理が難しかったり大きなコス
トがかかったりしていたが，連携することによってコストを大幅に下げた
事例もある。
しかし，ネットワーク活動によって，実際に廃棄物を大きく削減できた
という事業所ばかりでもない。最終的に，廃棄物の処理は個々の企業の努
力に委ねられざるを得ないことを示唆するような動きもある。さらに，
｢苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の活動が循環型地域社会の形成
に直結するとは限らない。循環型社会ではなく，循環型地域社会という概
念を「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」は用いているが，産業廃棄
物の再生利用という意味での循環や最終処理が，地域の中で完結している
わけではない。室蘭の日鉄セメント，イトムカの野村興産，大分の日鉱金
属佐賀関製錬所などに最終処理を委託せざるを得ない事例もある。逆に，
産業廃棄物を有効利用したり処理したりする企業の側から見れば，苫小牧
地域の内部だけから排出される廃棄物だけを受け入れているわけでもな
く，その取引関係ははるかに広域的である。そのことは，苫小牧地域で発
生する再生可能な資源だけで採算の合う資源再生産業・企業を起こせると
いうわけでもないということを示唆する。また，廃棄物から再生された物
質が農業や建設業などで利用されているが，再生資源の劣化等によってこ
こでの利用を終えたときに，それらはどのように取り扱われるのであろう
か。我々はそこまで明らかにしたわけではなく，この問題は今後の研究課
題として残る。
それにしても，循環型地域社会とはどういうことであろうか。環境省は
循環型社会という用語を用いており，地域という語句を付していない。循
環型社会とは何であり，これに地域という語句を付すとどのような意味が
加わるのか。ところで外川（2000,pl41）や吉田（2004,ｐ､4）は，日本
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 169 
政府が循環型社会をrecycling-basedsocietyあるいはrecyclebasedsoci‐
etyと英訳しているがゆえに，政府の認識が間違っていることを示唆して
いる。この点については，筆者らも同感である。そもそも，すべての物質
や熱が地球という枠組みの中で循環するわけではない以上，そう考えざる
を得ない。結局のところ，吉田（2004,pp3-4）が言うように，廃棄物は
リデュースし，リユースし，リサイクルし,それでも利用できないものは
適正処理するしかなく，この順番で廃棄物の処理と利用を考え，またそれ
に資するような生産方法を考えて実行し，もって人間生活の豊かさを向上
させることが循環型社会を構築するということであろう。また，できるだ
けホーケンらの言う生物模倣が実現してこそ，循環型社会といえるであろ
う。
それは，苫J､牧地域というスケーノレで可能か，と問うならば，否と答え
ざるを得ない。企業にとってその物的資源の発生地と廃棄物の最終処理地
が，苫小牧地域の中に収まらないからである。その認識の上に立って，地
域という語句を循環型社会に付すには，別の意味があると考えなければな
らない。その意味とは，循環型社会を形成するための実践を行うべく相互
に刺激を及ぼしあうのに好適な空間スケールという意味である。利潤追求
のための企業間関係ということではなく，循環型社会の形成に寄与するた
めの地域内企業間の連携が作り出されたという事実は重要である。しか
も，ネットワーク活動は個別企業の利益だけにとどまらず，社会資本の形
成につながる可能性もある。この意味で，地域振興に寄与しうる。しか
も，そのような社会資本が形成されているというイメージが広く抱かれる
ようになれば，そのイメージに引かれて，環境産業に限らず新たな産業立
地の可能性も大きくなる。地域振興という観点からすれば，良好なイメー
ジの形成を軽視できない。
それゆえ，「苫小牧ゼロエミッションネットワーク」の活動が，苫小牧
というスケールの地域にとっての産業振興に直結するわけではないとして
も，地域振興にはつながりうるのである。しかしそのためには，「苫小牧
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ゼロエミッションネットワーク」の活動をいかにして地域内の他企業への
刺激にもつなげていくか，そしてそれを地域のイメージにまで育て上げる
か否かがが考慮されなければならない。この点で，このネットワークが他
企業に対して完全に開かれているわけではないことや，ネットワークとし
ての活動頻度が次第に小さくなりつつあることにも注意せざるを得ない。
付記：この研究を行うことができたのは，ひとえにわれわれの訪問を受け入れ
てくださった各企業のご厚意あればこそ，である。「苫小牧ゼロエミッション
ネットワーク」への紹介の労をとっていただいた苫小牧港開発株式会社の方々
も含めて，厚く感謝申し上げる。また，このような研究を開始するきっかけ
と，さまざまな情報提供を惜しまなかった毎日新聞社論説委員の今松英,悦氏に
も厚く御礼申し上げる。なお，本稿は，日本学術振興会科学研究費補助金によ
る研究プロジェクト「経済開発と環境保全をめぐるアクター間の相互作用を通
じた地域振興に関する研究」（課題番号：16520492）の成果の一部である。
《注》
（１）No.458『特集公害事態・対策・法的課題』（1970)，およびNo.492
「特集環境公害問題と環境破壊」（1971)。
（２）環境省ホームページhttp://www・envgojp/recycle/ecotown／2005年
５月１０日閲覧。
（３）経済産業省ホームページ：http://www、etigojp/policy/recycle／
main/3r-policy/policy/ecotownhtml2005年５月10日閲覧。
（４）環境省「エコタウン事業の承認地区マップ平成17年２月現在･23地域」
参照。注(2)のウエブサイトからＰＤＦ資料として入手可能。
（５）本節の記述の典拠は，主として苫小牧市が編集発行した上の３冊の記述
に基づいている。
（６）2003年末に大規模な火災事故を起こしたばかりの出光興産（株）北海道
製油所の訪問は，復旧作業の故に多忙であると考え，訪問は差し控えた。
したがって，本稿では，同社独自の環境政策実践とネットワーク活動への
参加についての記述はない。
（７）ＪＲ北海道苫小牧駅の南に位置する苫小牧市中心部には，王子総合病院，
王子スポーツセンター，グランドホテルニュー王子，ホテルニュー王子な
どがある。いずれも王子製紙株式会社の出資になるものである。また市の
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携１７１
スポーツ施設白鳥アリーナは，王子製紙が所有地していた土地を土地交換
に寄付-を加えて王子製紙が苫小牧市に提供したがゆえに，現在地に建設さ
れたものである（苫小牧市，1976,pp984-986；苫小牧市，2001,ｐｐ６４０
‐648,pp903-907)。
（８）苫小牧港管理組合（2004）によれば，2003年において苫小牧港は，入港
船舶総トン数で全国第１０位であり，北海道のなかでは室蘭港が第20位でそ
れに続いている。出入り貨物取扱高でみると，苫小牧港は全国第４位，室
蘭港は全国第１５位で，同じく北海道の中で第１位と第２位を占めている。
（９）2004年７月に行った苫小牧市テクノセンターへのヒヤリングによる。
(10）2004年８月に行った同社社長へのヒヤリングによれば，（株）苫東がリ
サイクル関連の企業を誘致する活動を行い，その誘致企業の第１号として
同社の立地が決まったとのことである。ちなみに（株）苫東とは，苫東開
発のために1972年に設立された第３セクターの苫小牧東部開発株式会社が
破綻し，その後継事業体として1999年に新たに設立された企業である。や
はり第３セクターであり，資産管理会社としての性格が強い（日本経済新
聞1999年５月12日「道庁，あえて「火中の栗｣。苫東新会社社長に道幹
部｣，北海道新聞1999年８月１日～３日「｢苫東」再出発一新会社発足の課
題」などによる)。
(11）2004年７月の日本軽金属（株）苫小牧製造所でのヒヤリングによる。
(12）2004年７月の苫小牧ケミカル（株）でのヒヤリングによる。
(13）2004年７月の清水鋼鐵（株）苫小牧製造所でのヒヤリングによる。
(14）本章と次章での記述は，特に断らない限り，2004年７月と８月に行った
各企業でのヒヤリングと工場見学に基づいている。
(15）2002年にいすぎ自動車（株）の100％出資の子会社として設立された。
2004年７月の同社からのヒヤリングによる。
(16）（株）ダイナックスの本社は千歳市にあり，ヒヤリングによれば，同社
苫小牧工場だけがネットワークに関わっているわけではなく，千歳の本
社・工場も関わっている。
(17）苫小牧市に立地している産業廃棄物処理業者に，我々が2005年８月に行
ったヒヤリングによれば，産業廃棄物の埋立コストは，本州では１トン当
たり１万８千円から３万円かかるが，北海道では３千円から１万２千円で
すむとのことである。北海道での処分料が安いのは，土地に余裕があるか
らであろうが，廃棄物処理業者の中には不適正処理しているところがある
からでもあるというのが，我々がヒヤリングした廃棄物処理業者の考えで
ある。ちなみに，苫小牧市は事業系一般廃棄物を埋立処分するにせよ焼却
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処分するにせよ，1トンあたり4500円で受け入れている，と我々に話して
くれた企業もある。しかし他方で，本文に記した通り，埋立処理コストが
トン当たり２万円かかっていたとする企業もあり，この点，定かでない
が，それでも本州での相対的低コストの埋立処理に相当するので，北海道
では埋立コストが安いというのは，ほぼ確かであろう。ちなみに，千葉県
で産業廃棄物の不法投棄取り締まりに当たっていた石渡正佳は，管理型処
分場でトン当たり３万円と見積もっているので（石渡，2002,pl68)，こ
れと比べてトン当たり２万円は安い。なお，企業の中には，埋立処分場を
自社の敷地内に持っているところもあり，この場合，会計上の埋立処分コ
ストは発生しないことになる。
(１８）ＪＡＰＥＸとは，JapanesePetroleumExplorationCo・Ｌｔｄ,すなわち石
油資源開発株式会社のことである。国内外で石油資源の探鉱と開発に従事
してきた企業で，株式の50％近くを石油公団が所有し，残りは石油精製関
連の大手企業や金融機関，商社などが分散所有している。苫小牧では1961
年から探鉱活動を開始し，長年にわたる調査の末1989年に勇払泊・ガス田
から天然ガスの産出に成功した。1996年から主として天然ガスを本格的に
商業生産し，主として北海道ガス（株）に販売している。同社発行のパン
フレットならびにhttp://www・japexcojp/jp/company/outlinehtml
（2005年５月27日閲覧）を参照。
(19）（株）ダイナックスの成長については。森永（2004）の研究がある。
(20）ＮＥＤＯとは，NewEnergyandTechnologyDevelopmentOrganiza
tion,すなわち独立行政法人新エネルギー･産業技術総合開発機構のこと
である。産業技術とエネルギー・環境技術に関する研究開発を推進するた
めに国によって設置された。民間企業などに対して，研究開発補助金を出
している。http://www､nedogo・jp／（2005年５月27日閲覧）を参照。
(21）リチウム電池の処理を当社は1997年に開始した。
(22）リサイクルはかえって有害であるとさまざまなメディアを通じて問題提
起した武田邦彦は，その著書（武田，2000,pp216-218）で，分別せずに
焼却し，焼却灰を埋め立てて人工鉱山を作り，後の世代がそこから貴金属
などを回収する方がよいと主張している。この認識は，少なくとも，廃棄
物を処理し貴金属を回収することを業務とする企業の認識と異なるといわ
ざるを得ない。
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 173 
《参考文献》
石渡正佳（2002）『産廃コネクションー産廃Ｇメンが告発１不法投棄ビジネ
スの真相一ｊＷＡＶＥ出版。
いすず自動車エンジン製造北海道（株）会社概要。
奥田義雄・西川大二郎・野口雄一郎（編）（1971）「日本列島地方都市その
現実」勁草書房。
経済産業省・環境省（2004）「地域におけるゼロ．エミッション構想推進のため
のエコタウンプラン（環境と調和したまちづくり計画）策定要領及び承認
基準等について｣，経済産業省ホームページ添付ＰＤＦ資料：エコタウン
プラン承認基準（平成16年３月：PDF）http://www、etigojp/policy／
recycle/main/3r-policy/policy/ecotownhtmL 
コールマン，ＪＳ（2004）『社会理論の基礎」（久慈利武監訳）上巻，青木書
店。
外川健一（2000）「静脈産業の立地とその育成政策｣，「經濟學研究」（九州大学
経済学会）６７巻４．５合併号，ppl41-l81・
武田邦彦（2000）『｢リサイクル」汚染列島ｊ青春出版社。
苫小牧港開発株式会社（1980）『苫小牧港開発株式会社二十年史一苫小牧臨海
工業開発地帯の歴史一｣。
苫小牧港開発株式会社（1998）『北の大地を創る創立40周年記念誌』。
苫小牧港管理組合（2004）『苫小牧港統計年報（平成１５年港湾統計)｣。
苫小牧市（1975）『苫小牧市史上巻｣。
苫小牧市（1976）『苫小牧市史下巻』。
苫小牧市（2001）『苫小牧市史追補編｣。
苫小牧市企画調整部企画課統計係（2003）「平成14年工業統計調査結果概要』。
苫小牧市経済部企業誘致振興室（2003）「工業集積マップ（製造業）平成14年
版｣。
苫小牧ゼロエミッションネットワーク（2004）「苫小牧ゼロエミッションネッ
トワーク第３期活動報告書｣。
トヨタ自動車北海道株式会社（2004）『会社概況』。
西川大二郎・野口雄一郎・奥田義雄（編）（1972）「日本列島農山漁村その
現実』勁草書房。
野口雄一郎・奥田義雄・西川大二郎（編）（1972）「日本列島巨大都市その
現実』勁草書房。
ホーケンほか（2001）『自然資本の経済：「成長の限界」を突破する新産業革
命』（佐和隆光監訳）（原著はHawken，Ｒ，ＡＢＬｏｖｉｎｓ＆HLovins
174 
（1999）NaturalCapitalism)。
宮本憲一（1973）『地域開発はこれでよいか」岩波書店。
森永文彦（2004）「(株）ダイナックスの成長の軌跡一技術深耕により世界へ大
きく飛躍一｣，「産研論集』（札幌大学経営学部附属産業経営研究所)，２９
号，Ｐｐ､1-19・
元島邦夫・庄司興吉（編）（1980）「地域開発と社会構造一苫小牧東部大規模工
業開発をめぐって－』東京大学出版会。
吉田文和（2004）『循環型社会一持続可能な未来への経済学一』中央公論新社。
循環型地域社会の形成をめざす企業間連携 175 
Inter-firmCollaborationTowardaLocalSoundMaterial-cycleSociety 
-Acaseofthe"TomakomaiZeroEmissionNetwork"inHokkaido,Japan－ 
KenjiYAMAMOTQEiichiroNISHIZAWA,andToshioMASUDA 
《Abstract》
Ｔｈｅｐｕｒｐｏｓｅｏｆｔｈｉｓｐａｐｅｒｉｓｔｏｄｅｐｉｃtaninter-firmcollaboration 
towardalocalsoundmaterial-cyclesocietyandtoexamineitspossibil‐ 
ityforpromotingregionaldevelopmentJapanesegovernmentlaunched 
"ＥｃｏＴｏｗｎＰｒｏｇｒａｍ'，ｉｎｌ９９７ｉｎｏｒｄｅｒｔｏ“promotelocaleconomic 
stimulationthroughfosteringenvironmentalbusinessesthatutilizethe 
strengthsoflocalindustries，andtocreateresource-recyclingsocio‐ 
economicsystemsbypromotinglocalapproachesforrecyclingand 
suppressingthegenerationofwaste・''1）TheMinistryofEconomy，
TradeandlndustryandtheMinistryoftheEnvironmentjointlyhave 
approved“ＥｃｏＴｏｗｎＰｌａｎｓ，，ofl3municipalitiesandlOprefecturesas 
ofFebruaryin2005・
Ontheotherhand,eightcompanies,whichhavebecometobelocated 
inTomakomai,HokkaidoinJapan,throughtheinvitingpolicybythe 
localauthorities，establishedacollaboratingnetworkforpromoting 
zero-emissionactivitiesinSeptember,2001．Theideaofthecollabora‐ 
tionstemsfromToyotaMotorHokkaido,Inc・Thiscompanyproposed
sevencompanieslocatedinitsvicinitytoestablishavoluntaryassocia‐ 
tionforresearchandcollaborationforenvironmentalproblems・Among
them，therearecompanieswhichengagethemselveswithdisposingof 
industrialwastes・Somecompaniesinsistedonmakingtheassociation，s
objectmoreclear-cut・Asaresult,ｔｈｅｙestablished“TomakomaiZero
EmissionNetwork，，inordertorealizethezeroemissioｎｉｎｔｈｅｉｒｏｗｎ 
ｃｏｍｐanyrespectivelyaswellastocontributetothecreationofalocal 
soundmaterial-cyclesociety． 
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Althoughthisnetworkhasnothingtｏｄｏｗｉｔｈｔｈｅ“ＥｃｏＴｏｗｎ 
Ｐｒｏｇｒａｍ''oftheJapanesegovernment,thisistheveryreasonwhywe 
payattentiontotheinitiativeoftheprivatecompaniesTheJapanese 
governmenthopesthatthelocalgovernmentsplayacentralroleforthe 
"ＥｃｏＴｏｗｎＰｌａｎｓ，，、Ｂｕｔｉｔｃｏｕｌｄｎｏｔｂepossibletocreatealocalsound
material-cyclesocietywithoutactiveparticipationofcitizensand 
privatecompaniesintheactivitiesofreducing,reusingandrecyclingof 
materials・Ｉｔｍａｙｗｅｌｌｂｅｓｉｇｎｉｆｉｃａｎｔｔｏｅｘａｍｉｎehowsuchavoluntary
collaborationofprivatecompaniescancontributｅｔothepromotionof 
thelocalsocietybothineconomicandenvironmentalsenses・
Ｔｈｅｍｅｍｂｅｒｓｏｆｔｈｅｎｅｔｗｏｒｋｈａｄｍｏｎｔｈlymeetingsin2001and2002， 
andbimonthlymeetingsin2003、Thefrequencyofthemeetingwas
reducedtoonceeverythreemonths・Theymutuallyreportedontheir
ownwasteproblemsanddiscussedtoeachotherhowtoresolvethem・
Theyjointlyvisitedsomecompanieｓｗｈｉｃｈｈａｄｂｅｅｎｉｎａｄｖａｎｃｅｉｎ 
ｔｅｒｍｓｏfenvironmentalactionsandarelocatedoutsideofTomakomai 
tolearnthedevelopedmethodsofwastedisposition 
Stimulatedthroughthesenetworkactivities,allthecompanieshave 
drasticallyreducedthewastetobelandfilled・Theycouldreduce,reuse
andrecyclesolidwastesmoreefficientlythanbeforeAmember 
companyfoundanewrecyclingmethodofsomesortofwastewiththe 
collaborationofanothermember・Ｍｏｓｔｏｆｔｈｅｎｅｔｗｏｒｋｍｅｍｂｅｒｓｄｉｓ‐
poseoffluorescentlampsandbatteriescollectivelytoreducethe 
transactionandtransportationcost、Scaleeconomiesworkforthis
project 
Theleaderofthenetwork,ToyotaMotorHokkaido,Inchadalready 
attainedthezeroemｉｓｓｉｏｎｉｎｔｈｅｓｅｎｓｅｏｆｌｅｓｓｔｈａｎｆｉｖｅpercentof 
landfillwastestoallthewastes，beforetheestablishmentoftｈｅnet‐ 
ｗｏｒｋｉｎ２００ＬＩｔｈａｓｈａｄａｍｕｃｈｈｉｇｈｅｒｌevelofobjectivetohalvethe 
wastestobeincineratedltsuccessfullyattainedthisobjectivein2004 
Therefore，thenetworkactivitieshavebeenverysuccessfulforthe 
managementofeachcompany・Nevertheless，someverydifficult
themesareleftｓｕｃｈａｓrecyclingofaspecificindustrialwastewaterlt 
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maybeimpossibletoresolvetheproblemsonlywithinthenetwork、
Ｉｎｓｐｉｔｅｏｆｓｏｍｅｐｒｏｂｌｅｍｓ,weexpectthatthenetworkactivitieswill 
developtocreatesocialcapitalforthelocalsociety・Butitisstillan
openquestion，becausethefrequencyofthemeetinｇｏｆｔｈｅｍｅｍｂｅｒ 
ｃｏｍｐａｎｉｅｓｈａｓｂｅｅｎｇｒaduallyreduced,ａｎｄｂｅｃａｕｓｅｉｔｉｓｎｏｔｙｅｔｃｌｅａｒ 
ｉｆｔｈｅjointactivitieswillextendtotheotherlocalcompanieSAndwe 
shouldnoticeｔｈａｔｉｔｉｓｉｍｐｏｓｓｉｂｌｅｔｏｒｅｃｙｃｌｅａｌｌthewastewithinthe 
Tomakomaiarea，ａｌｔｈｏｕｇｈｉｎｔｈｉｓａｒｅａｔｈｅｒｅａｒｅａｎｕｍｂｅｒｏｆｃｏｍ‐ 
panieswhichhavefacilitiestorecyclethewastebecauseofthespecific 
historyofthislocality． 
Ｎｏｔｅ 
l）HomepageoftheMinistryofEconomy,TradeandlndustryofJapan・
http://www,meti､gojp/policy/recycle/main/english/3r_policy/ｅｃｏｔｏｗｎｈｔｍｌ 
ｒｅａｄｏｎ３１Ｍａｙ，2005. 
Keywprds:regionalsoundmaterial-cycle（recycling-based）society,inter・firm
collaboration,zeroemission,network,TomakomaiinJapan 
